
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○
D-4-1 災害公営住宅整備事業① 小本駅周辺 町 地権者交渉及び用地取得

75% 59,760 59,760 52,290

2 ○
D-4-2 災害公営住宅整備事業② 森の越地区 町 測量、調査設計

75% 22,000 22,000 19,250

3 ○
D-20-1 都市防災総合推進事業 小本駅周辺 町 地権者交渉及び用地取得

1/3 58,000 58,000 38,666

用地1/3

合計額 139,760 139,760 110,206

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４①）

岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成23232323年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（岩泉町交付分岩泉町交付分岩泉町交付分岩泉町交付分））））

省庁名：国土交通省 平成24年3月時点

担当部局名 政策推進課

No.

事業の種類

事業番号

市町村名 岩泉町 電話番号 0194-22-2111（内線280）

都道県名 岩手県

（市町村名）
地区名
施設名

事業名

当該年度（＊）

事業
実施
主体

当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○
D-4-① 災害公営住宅整備事業① 小本駅周辺 町 測量調査及び実施設計、造成工事

75% 184,240 184,240 161,210

2 ○
D-4-② 災害公営住宅整備事業② 森の越地区 町 実施設計、造成工事

75% 242,000 242,000 211,750

3 ○
D-20 都市防災総合推進事業 小本駅周辺 町 基本設計及び実施設計、工事ほか

1/3 389,000 389,000 287,916

災害危険度1/3
まちづくり活動支援1/3
用地1/3、その他1/2

4 ○
D-５ 災害公営住宅家賃低廉化

事業
小本駅周辺 町 東日本大震災の被災者に賃貸または転貸する災害公営住宅に係る家賃の低廉化に係る費用の支援

75% 10,000 10,000 8,750

5 ○
D-６ 東日本大震災特別家賃低

減化事業
小本駅周辺 町 災害公営住宅等の家賃を、一定期間、入居者が無理なく負担しうる水準まで低廉化するため家賃減免に

係る費用を支援
50% 10,000 10,000 7,500

6 ○
◆D-20 復興記録作成事業 小本地区 町 震災の記録を後世に語り継ぐため、被災の状況、映像記録、対応などをまとめた記録誌や電子データを作

成し、防災意識の啓発を図る。
0.8 5,000 5,000 4,000

合計額 840,240 840,240 681,126

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４①）

岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（岩泉町交付分岩泉町交付分岩泉町交付分岩泉町交付分））））

省庁名：国土交通省 平成24年3月時点

当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

当該年度（＊）
事業の種類

事業番号 事業名

年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

都道県名 岩手県 担当部局名 政策推進課

（市町村名）
地区名
施設名

No.
事業
実施
主体

市町村名 岩泉町 電話番号 0194-22-2111（内線280）



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○
D-4 災害公営住宅整備事業① 小本駅周辺 町 測量調査及び実施設計、造成工事

75% 500,000 500,000 437,500

合計額 500,000 500,000 437,500

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４①）

岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成25252525年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（岩泉町交付分岩泉町交付分岩泉町交付分岩泉町交付分））））

省庁名：国土交通省 平成24年3月時点

当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

No.

事業の種類

事業番号 事業名

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

都道県名 岩手県 担当部局名 政策推進課

（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

市町村名 岩泉町 電話番号 0194-22-2111（内線280）



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○
Ｅ-１-1 低炭素社会対応型浄化槽

集中導入事業
小本駅周辺 町 浄化槽設置助成

50% 29,400 29,400 22,050

合計額 29,400 29,400 22,050

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

No.

事業の種類

事業番号 事業名

（様式１－４①）

岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（岩泉町交付分岩泉町交付分岩泉町交付分岩泉町交付分））））

省庁名：環境省 平成24年1月時点

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

都道県名 岩手県 担当部局名 政策推進課

（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

市町村名 岩泉町 電話番号 0194-22-2111（内線280）



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○
◆A-3-1 幼稚園用地取得及び整地

事業
小本駅周辺 町 認定こども園（幼稚園機能分）に係る用地取得及び整地

80% 11,480 11,480 9,184

2 ○
A-3-1 幼稚園等の複合化・多機

能化推進事業
小本駅周辺 町 認定こども園（幼稚園機能分）に係る実施設計費、建築工事費

50% 64,520 64,520 48,390

合計額 76,000 76,000 57,574

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

備　考

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

（様式１－４②）

岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（岩手県交付分岩手県交付分岩手県交付分岩手県交付分））））

省庁名：文部科学省 平成24年3月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名

担当部局名

（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

市町村名 電話番号

都道県名 　



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○
◆B-3-1 保育所用地取得及び整地

事業
小本駅周辺 町 認定こども園（保育所機能分）、放課後児童クラブに係る用地取得及び整地費

80% 26,240 26,240 20,992

2 ○
B-3-1 保育所等の複合化・多機

能化推進事業
小本駅周辺 町 放課後児童クラブに係る実施設計費、建築費

1/3 21,504 21,504 14,336

合計額 47,744 47,744 35,328

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

市町村名 電話番号

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

都道県名 担当部局名

（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

No.

事業の種類

事業番号 事業名

（様式１－４②）

岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（岩手県交付分岩手県交付分岩手県交付分岩手県交付分））））

省庁名：厚生労働省 平成24年3月時点



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○
C-5-1 漁業集落防災機能強化事

業
小本地区 町 地権者等の合意形成、事業計画の策定、移転地の用地取得

50% 234,000 234,000 175,500

合計額 234,000 234,000 175,500

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

都道県名 担当部局名

市町村名

（様式１－４②）

岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成23232323年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（岩手県交付分岩手県交付分岩手県交付分岩手県交付分））））

省庁名：農林水産省 平成24年3月時点

No.

事業の種類

電話番号

事業名
（市町村名）
地区名
施設名

事業番号

当該年度（＊）

基本
国費率
（a）

備　考
当該年度の
事業概要

事業
実施
主体



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○
C-5-1 漁業集落防災機能強化事

業
小本地区 町 測量調査設計費、築山整備、宅地整備

50% 990,000 990,000 742,500

2 ○
C-6-1 漁港施設機能強化事業 小本漁港 町 漁港施設の嵩上げに係る実施設計、工事費　96,000千円

災害復旧事業に係る実施設計費　50,000千円
50% 96,000 96,000 72,000

合計額 1,086,000 1,086,000 814,500

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４②）

岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画岩泉町復興交付金事業計画　　　　平成平成平成平成24242424年度年度年度年度　　　　復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等復興交付金事業等（（（（岩手県交付分岩手県交付分岩手県交付分岩手県交付分））））

省庁名：農林水産省 平成24年3月時点

備　考
（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

担当部局名

No.

事業の種類

事業番号 事業名
当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

市町村名 電話番号

都道県名
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